第３　生活保護の動向

　１　生活保護の動向と背景

　（１）基本指標の概況

　　　生活保護の動向を示す基本指標とされる被保護世帯数、被保護人員数、保護率（人口千人当たりの被保護人員＝‰）は、近年全国では横ばいから増加傾向であり、本県でも増加傾向を示している。平成１７年度月平均では、全国で１，４７５，８３８人、本県では５，１６９人の人々が生活保護法による援助を必要としている。

　　　昭和３５年度以降の本県の指標を概観すれば以下のとおりである。

　　　昭和３５年度と平成１７年度を単純に比較すると、被保護世帯は６，３６７世帯が４，２１５世帯（△３３．８％）に、被保護人員は１３，３７５人が５，１６９人（△６１．４％）に、保護率は１３．７‰が４．４‰にと、いずれの指標も著しく減少している。

　　　この間、戦後の高度経済成長期の終末期である昭和４５年度から４７年度の３年間には、被保護人員に２６０人程度の増加がみられたほか、第一次石油危機以降の経済不況期においても、昭和４９年度から５０年度において１４８人、５３年度から５５年度の間においては１１２人の増加が見られた。

　　　これらの時期は、著しい経済情勢の変化の中で、国民全体の経済水準が急上昇しており、それに伴い生活扶助基準の改定率も対前年比二桁増を示し、特に、昭和５０年度では２３．５％もの改定が行われた。

　　　本県における被保護人員の動向は、わずかの曲折はあったものの、大局には漸減傾向で推移してきた。しかし、平成６年度を底として増加傾向に転じ、平成１２年度から平成１５年度は対前年度比で３００人超、平成１６年度は対前年度比で２００人超、平成１７年度は対前年度比で約１００人の増加となっている。

　（２）保護動向の背景と特徴

　　　従来、本県の保護動向の基底要因として、生活保護に依拠することを良しとしない一般県民感情や、農産漁村における地縁、血縁的な相互扶助の慣行等があげられてきた。

　　　本県の社会情勢の動向をマクロでみると、金沢市及びその周辺への人口集中、能登地区や白山山麓地区における過疎化、高齢化の進行及び第３次産業人口の増加等が著しい。また、交通、情報手段の進展とあいまって都市化が進行し、一方、零細な農業、漁業地域では高齢化がみられる。

　　　都市化、サービス産業の進展等は県民の消費行動にも変化をもたらし、昭和５０年度以降生計費に占める雑費（教育、娯楽費等）が基本的生計費である衣・食・住の各比率をしのぎ、こうした生活パターンが定着する中で地縁、血縁的な相互扶助の慣行も少なからず変容してきたものと考えられる。

　　　本県における保護動向は前述のように、近年に至り増加に転ずるまでは大局には漸減傾向で推移しており、次にその理由について考えたい。

　　　第１に昭和３６年以降の社会福祉、社会保障の各制度の導入と定着、とりわけ、昭和４７年の老人福祉法改正による老人医療費の無料化（昭和５７年～老人保健法）、昭和５９年の医療保険による高額医療費制度の発足、昭和６１年の障害基礎年金制度の導入等、他法・他施策が充実したことがあげられる。

　　　第２に県民の生活水準を物価上昇要因等を除いた家計消費支出の実績の伸び（生活向上要因）でみると、昭和４０年代の高度経済成長のベースの上に、昭和５０年代において、昭和５４、５５年が対前年比で０．６％に落ち込んでいる外は、２～５％と堅調に推移しており、昭和６１年から６３年も２．８～４．４％と着実に上昇を示している。

　　　これを県民一人当たりの家計所得の推移でみると、昭和４０年代の１０年間に示した４倍強には及ばないまでも、昭和５０年度の約１１６万円が平成元年度には２５８万円と２．２倍となる等、各年次の増加率の変動から物価上昇分を考慮しても順調に推移したことがあげられる。

　　　第３には当然のことながら、日々生活保護制度の運用に当たっている福祉事務所のケースワーカーをはじめとする第一線の職員が、被保護者の自立に向けたきめ細やかな援助を行ってきたことをあげておきたい。

　　　なお、近年における本県の保護動向は、前述のとおり増加傾向に転じており、これらの要因については、長期間にわたる景気低迷や、加賀地区の温泉観光の不況等が背景にあるものと考えられる。なお、本県における生活保護制度の特徴は次のとおりである。

　　　①人口の高齢化を反映して、高齢世帯の占める割合が、平成１７年度月平均で５０．９％と全国平均の４３．４％を上回っているばかりでなく、１３福祉事務所中１２事務所で高齢世帯が傷病・障害者世帯を上回っている。
　　　②医療扶助受給ケースの中の入院患者に占める精神疾患患者の割合は、平成１７年度月平均で３５．９％と昨年度比で△４．８％となっており、全国平均（４７．６％）を下回った。また、障害基礎年金導入の前年の昭和６０年度と平成１７年度の精神疾患入院患者についてみると、本県は８８６人が２８５人（△６７．８％）、全国は１０９，２７８人が６２，４７９人（△４２．８％）と減少している。

　（３）北陸３県の比較

　　　平成１７年度月平均の本県の保護率は、４．４‰（全国１１．６‰）であるが、福井県は２．６‰、富山県は２．２‰となっており、昭和６０年度以降の各年度についても福井県、富山県は、本県より低い。

　　　保護率の差については様々な要因があると考えられるが、本県の保護率が北陸３県中で最も高い要因として考えられることに、金沢市の被保護人員の、県計に占めるウェートの高さ及び保護率の相対的高さによるものや、また、近年においては、温泉地を抱える加賀地区での保護率の上昇によるもの、等がある。そして、これらの背景には、生活の糧を求めて他地域から北陸の経済の中心である金沢市等への転入者が多いことも見逃せないところである。

　　　以上、本件の生活保護の概況であるが、細部については次節以下の図表等を参考にしていただきたい。
